
2021年 2月 10日 

 

吸収合併に係る事前開示書面 

 

川崎市中原区上小田中四丁目 1番 1号 

富士通株式会社 

代表取締役社長 時田 隆仁 

 

富士通株式会社は、2021年 4月 1日を効力発生日として、富士通株式会社（以下「吸収

合併存続会社」という）を存続会社、吸収合併存続会社の完全子会社である株式会社富士

通研究所（以下「吸収合併消滅会社」という）を消滅会社とする吸収合併（以下「本件合

併」という）を行うことといたしました。 

本件合併を行うに際して、会社法第 794 条第１項および会社法施行規則第 191 条により

開示すべき事項は以下のとおりです。 

 

１．吸収合併契約の内容 

本件合併における吸収合併契約の内容は、別紙 1のとおりです。 

 

２．対価の相当性に関する事項 

   吸収合併消滅会社が吸収合併存続会社の完全子会社であることから、吸収合併存続

会社は、本件合併に際し、その対価として株式、金銭その他財産の交付は行いません。 

 

３．吸収合併消滅会社の計算書類等に関する事項 

（１）吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2のとおりです。 

（２）吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後の重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 

４．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後の重要な後発事象 

①完全子会社への吸収分割契約の件 

吸収合併存続会社は、2021年 1月 28日、富士通 Japan株式会社との間で、2021

年 4月 1日を効力発生日として、吸収合併存続会社が民需分野の準大手・中堅中小

企業向け、自治体向け、医療・教育機関向け、地域農林水産機関向けおよび地域メ

ディア向けソリューションビジネスおよびサービス／プロダクトビジネス事業に関

して有する権利義務を富士通 Japan株式会社へ承継させる吸収分割契約を締結いた

しました。 



②完全子会社との合併契約締結の件 

吸収合併存続会社は、2021年 1月 28日、以下の完全子会社 11社との間で、2021

年 4月 1日を効力発生日として、吸収合併存続会社を存続会社、完全子会社 11社を

消滅会社とする吸収合併契約を締結いたしました。 

・株式会社富士通ビー・エス・シー 

・株式会社富士通アドバンストエンジニアリング 

・富士通アプリケーションズ株式会社 

・株式会社富士通システムズアプリケーション＆サポート 

・株式会社富士通北陸システムズ 

・株式会社富士通九州システムズ 

・株式会社富士通パブリックソリューションズ 

・株式会社富士通ソフトウェアテクノロジーズ 

・株式会社富士通システムズウェブテクノロジー 

・株式会社沖縄富士通システムエンジニアリング 

・株式会社富士通ソーシアルサイエンスラボラトリ 

③自己株式取得の件 

吸収合併存続会社は、2020年 1月 30日開催の取締役会決議に基づく自己株式の

取得を以下のとおり実施いたしました。 

・取得対象株式の種類  ：吸収合併存続会社の普通株式 

・取得した株式の総数  ：1,267千株 

・株式の取得価額の総額 ：19,999百万円 

・取得日   ：2021年 1月 29日 

・取得方法  ：東京証券取引所の自己株式立会外買付取引 

    （ToSTNeT-3）による買付け 

 

５．吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本件合併後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込

まれます。 

また、本件合併後の吸収合併存続会社の事業活動において、吸収合併存続会社が負

担すべき債務の履行に支障を及ぼす事態の発生は現在予想されておりません。 

以上により、本件合併の効力が生ずる日以降における吸収合併存続会社の債務につ

き、履行の見込みはあるものと判断いたしました。 

 

                                                                            以上 
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富 士 通 株 式 会 社 

 

株 式 会 社 富 士 通 研 究 所 

  

別紙 1 



合    併    契    約    書 

 

富士通株式会社（以下、「甲」という）と株式会社富士通研究所（以下、「乙」という）

とは、合併に関し次のとおり契約を締結する。 

 

第１条（合併の方法） 

甲および乙は、本契約に従い、甲を吸収合併存続会社とし、乙を吸収合併消滅会社と

して合併を行う（以下、「本合併」という）。 

 

第２条（合併をする会社の商号および住所） 

（１）甲（吸収合併存続会社） 

商号：富士通株式会社 

住所：神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１号 

（２）乙（吸収合併消滅会社） 

商号：株式会社富士通研究所 

住所：神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１号 

 

第３条（合併による新株式の発行および割当） 

乙は、甲の完全子会社であるため、甲は、本合併に際して新株式の発行および金銭等

の交付は行わない。 

 

第４条（増加すべき資本金および準備金） 

本合併に際して甲の資本金および資本準備金は増加しない。 

 

第５条（承認総会） 

甲は、会社法第７９６条第２項の規定により、同法第７９５条第１項の株主総会の承

認を得ないで本合併を行う。 

 

第６条（効力発生日） 

本合併の効力発生日は、令和３年４月１日とする。なお、本合併の手続進行上の必要

性その他の理由により、甲乙協議のうえ、効力発生日を変更することができる。 

 



第７条（財産および権利義務の引継ぎ） 

乙は、令和２年３月３１日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これ

に効力発生日に至るまでの増減を加除した資産、負債および権利義務の一切を、効力発

生日に甲に引き継ぎ、甲はこれを承継する。 

 

第８条（会社財産の善管注意義務） 

甲および乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまで、それぞれ善良なる管理者の注

意をもって業務の執行および財産の管理、運営を行うものとし、その財産または権利義

務に重大な影響を及ぼす行為については、あらかじめ甲乙協議し合意のうえ、これを行

うものとする。 

 

第９条（従業員の処遇） 

効力発生日における乙の従業員は、全員甲が雇用するものとし、勤続年数については、

乙における年数を通算する。その他の取扱いについては、別途甲乙協議のうえ、これを

決定する。 

 

第１０条（事情変更の場合） 

本契約締結後、効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲または乙の

財産もしくは経営状態に重大な変動が生じたときは、甲乙協議のうえ本合併条件を変更

し、または本契約を解除することができる。 

 

第１１条（協  議） 

本契約に定めのない事項または本契約に定める各条項に疑義を生じた場合、その他本

合併に関し必要な事項については、本契約の趣旨に基づき甲乙協議のうえ、これを決定

する。 

 

  



本契約締結の証として本書１通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、甲が原本を保有し、

乙はその写しを保有する。 

 

令和３年１月２８日 

 

 

 神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１号 

甲 富士通株式会社 

 代表取締役社長  時田 隆仁 

 

 

 神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１号 

乙 株式会社富士通研究所 

 代表取締役社長  原 裕貴 
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第 58 期  計 算 書 類　

自  2019年 4月 1日

至  2020年 3月31日

株 式 会 社  富 士 通 研 究 所



（単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　額 科　　　　　　　　目 金　額

資産の部 負債の部

流動資産 3,996 流動負債 6,712

現金及び預金 1 短期借入金 1,601

未収入金 3,867 未払金 3,018

その他 127 未払費用 1,748

未払法人税等 72

未払消費税等 210

その他 60

固定資産 7,959 固定負債 26

 有形固定資産 6,258 株式報酬引当金 25

建物 5,021 その他 0

構築物 48

機械 199

車両及び運搬具 1 その他固定負債 -

工具 0

測定機器 125 6,739

備品 860 純資産の部

土地 0 株主資本 5,216

建設仮勘定 1 資本金 5,000

 無形固定資産 122

ソフトウェア 115 利益剰余金 216

その他 6  利益準備金 534

 その他利益剰余金 △ 318

 投資その他の資産 1,578  　　繰越利益剰余金 △ 318

関係会社株式 684  　　特別償却準備金 -      

繰延税金資産 888

その他 5

純資産合計 5,216

11,955 11,955

 貸  借  対  照  表 
（2020年3月31日　現在）

負債合計

資産合計 負債及び純資産合計

- 1 -



（単位：百万円）

研究収入 23,298

営業費用

給与手当 8,784

厚生費 1,737

減価償却費 1,119

設備関連費 967

旅費通信費 417

事務費 659

研究試作費 7,482

動力費 444

その他 1,369

営業費用合計 22,982

営業利益 315

営業外費用

支払利息 13

その他金融費用 2

営業外費用合計 15

経常利益 299

税引前当期利益 299

法人税、住民税及び事業税 117

法人税等調整額 15

法人税等合計 133

当期純利益 166

 損　益　計　算　書 
（自2019年4月1日　至2020年3月31日）

科　　　　　　　目 金　　　額
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 株主資本等変動計算書 
(自 2019年4月1日　至 2020年3月31日)

（単位：百万円）

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

2019年3月31日残高 5,000 534 △ 484 49 5,049

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 - - - - -

  当期純利益 - - 166 166 166

事業年度中の変動額合計 - - 166 166 166

2020年3月31日残高 5,000 534 △ 318 216 5,216

資本金 株主資本合計
利益準備金 利益剰余金合計

-3-



【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１. 会社計算規則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正 令和2年3月31日法務省令
第27号）に基づいて計算書類を作成しております。

２．子会社株式及び関連会社株式の評価基準及び評価方法は、移動平均法による原価法
であります。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法であります。
なお、収益性の低下した棚卸資産については、帳簿価額を切下げております。

４．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産

定額法を採用しております。
(2)無形固定資産

定額法を採用しております。
なお、ソフトウェアについては、会社所定の見込利用可能期間（3年または5年）
に基づく定額法を採用しております。

５．引当金の計上基準
(1)株式報酬引当金

役員等に対する株式報酬の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
６．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

７. 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

８. 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
グループ通算制度の創設及び移行に合わせた単体納税制度の見直しを含む「所得税法等

の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）が2020年3月に成立しましたが、当社の
繰延税金資産の額については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る
税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第39号2020年3月31日）第3項に定める
取り扱いに従い、改正前の税法の規定に基づいております。

【貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額 49,039百万円
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 3,826百万円
短期金銭債務 2,699百万円

【損益計算書に関する注記】
１．関係会社との取引高

営業取引による取引高
研究収入 23,110百万円
営業費用 5,662百万円

営業取引以外の取引による取引高
資産譲渡高 277百万円
資産購入高 616百万円
賃貸料・同居料 216百万円
移設・撤去費用 87百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当事業年度末における発行済株式の数

普通株式     10百万株

 個　別　注　記　表 



【税効果会計に関する注記】
１. 繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金及び減価償却費限度超過額、未払いの賞与の否認等

であります。

【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針
当社は、『富士通グループ・トレジャリー・ポリシー』に基づいて財務活動を行っております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。
営業債務である未払金及び未払費用は、概ね1年以内の支払期日であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、研究開発活動の受託にあたり、与信管理の基準及び手続きに従い、
回収リスクの軽減を図ることとしております。

当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融
資産の貸借対照表価額により表されています。

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いをできなくなるリスク）の管理
当社は、資金需要を把握するため、資金収支予測を作成しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2020年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びその差額並びに当該時価の
算定方法については、次のとおりであります。

資産
(1)未収入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

負債
(1)短期借入金、(2)未払金、（3)未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

 個　別　注　記　表 

(単位：百万円)
貸借対照表
計上額

(1)未収入金 3,867 3,867 -         
 資産計 3,867 3,867 -         
(1)短期借入金 1,601 1,601 -         
(2)未払金 3,018 3,018 -         
(3)未払費用 1,748 1,748 -         
 負債計 6,367 6,367 -         

時価 差額



【賃貸等不動産に関する注記】

【関連当事者との取引に関する注記】

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 521円62銭
１株当たり当期純利益 16円62銭

 個　別　注　記　表 

１．親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）
議決権の所有 関連当事者
(被所有)割合 との関係

研究受託による
収入(注1)

23,110

被所有 研究受託契約
賃貸料・同居料 216

  直接 100% 役員の兼任 研究試作費の
購入等

3,359

資産購入高 616

グループ本部費
用

274

移設・撤去費用 87

２．子会社等 （単位：百万円）
議決権の所有 関連当事者
(被所有)割合 との関係

子会社 Fujitsu Laboratories 所有
of America,Inc.   直接 100%
Fujitsu Laboratories 所有
of Europe Limited   直接 100%

３．兄弟会社等 （単位：百万円）
議決権の所有 関連当事者
(被所有)割合 との関係

資金の返済、預
入

26,401

資金の借入 26,921

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　(注1)価格その他の取引条件は、価格交渉の上で決定しております。
　(注2)取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

親会社
の　子
会社

富士通キャピタル㈱ なし
資金の預
託、借入

短期借入金 1,601

属性 会社等の名称 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

研究委託契約
研究委託による
支出

1,644 未払金 195

研究委託契約
研究委託による
支出

658 未払金 84

期末残高

親会社 富士通株式会社

未収入金 3,826

未払金 2,419

属性 会社等の名称 取引の内容 取引金額 科目

期末残高属性 会社等の名称 取引の内容 取引金額 科目

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社では、神奈川県その他の地域において、研究施設（土地を含む）を有しております。

2. 賃貸等不動産の時価等に関する事項 （百万円）

当期首残高 当期増減額 当期末残高

2,733 35 2,769 2,769

(注１)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

(注２)当期増減額のうち、主な増加額はインフラ設備更新（103百万円）及び親会社への賃貸

　　　による影響（98百万円）であり、主な減少額は減価償却費（166百万円）であります。

(注３)当期末の時価は、償却性資産である建物等に関するものであるため、適正な帳簿価額を

　　　時価としております。

貸借対照表計上額
当期末の時価
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１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 (単位:百万円)

期 首 当 期 当 期 当 期 期 末 減価償却 期 末

帳簿価額 増 加 額 減 少 額 償 却 額 帳簿価額 累 計 額 取得原価

建 物 5,252      156        2 384        5,021      26,549   31,571   

構 築 物 53          - - 5            48          392        441        

機 械 387        33         12          208        199        11,425   11,624   

車 両 及 び 運 搬 具 2 - - 1            1            1           3           

工 具 0 - 0 0 0 295        295        

測 定 機 器 371        21         147 119        125        5,712     5,837     

備 品 1,112      433        172        512        860        4,662     5,522     

土 地 0 - - - 0 - 0

建 設 仮 勘 定 29          616        645        - 1            - 1           

計 7,209      1,261     980        1,232      6,258      49,039   55,298   

ソ フ ト ウ ェ ア 191        40         22 93          115        -           -           

その他無形固定資産 6            - - - 6            -           -           

計 198        40         22          93          122        -           -           

注)有形固定資産の当期増減の主なもの (単位:百万円)

金 額

83          

39          

57          

23          

24          

5            

155        

135        

9            

4            

53          

51          

80          

65          

37          

35          

２．引当金の明細 (単位:百万円)

24          56         55          25          

内 容

区
分

資 産 の 種 類

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産

資 産 の 種 類

附 属 設 備

増加
明石建屋空調更新工事

川崎研5,6階空調機改修

減少
明石空調給排水工事

川崎空調設備

機 械

増加
国プロ設備設置付帯工事

ﾄﾞﾗｲｴｯﾁﾝｸﾞ装置ｶﾞｽ系増設

減少
メタルヨウエッチング装置

ポリヨウエッチング装置

測 定 機 器

増加
顕微ﾗﾏﾝ分光光度計ﾚｰｻﾞｰﾘﾌﾟﾚｰｽ

国プロ設備設置付帯工事

減少
EBSD

マルチチャネル測定器（AWG

備 品

増加
ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ基盤Stratus拡張用設備

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱﾆｰﾗ開発評価環境設備

減少
Arbitrary Waveform Generator一式

任意波形発生器一式      

期末残高

株 式 報 酬 引 当 金

注）引当金の計上の理由及び額の算定方法については、計算書類の重要な会計方針に係る事項に関する注記5．に記載している。

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額

３．営業費用の明細 (単位:百万円)

科 目

給 与 手 当 8,784

厚   生   費 1,737

減価償却費 1,119

その他設備関連費 967

旅費・通信費 417

事   務   費 659

研究試作費 7,482

動   力   費 444

その他経費 1,369

金 額 摘 要


